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 完
成

堤
防

 T
P

16
.8

m

 
  

肱
 川

大
洲

市
街

地

暫
定

堤
防

高
T
P

12
.2

m

地
盤

高
T
P

9.
0m

将
来

 T
P

15
.8

m

二
線

堤

矢
落

川

距
離

標
１

６
㎞

 

H
W

L 
T
P

15
.3

m

沖
 

積
 

平
 

野

２
．

事
業

の
目

的
・
必

要
性

＜
解

決
す

べ
き

課
題

・
背

景
＞

・
肱

川
で

は
現

在
で

も
治

水
安

全
度

は
著

し
く
低

く
、

惣
瀬

地
区

、
小

長
浜

・
加

世
地

区
等

、
多

く
の

無
堤

地
区

が
残

る
。

・
大

洲
盆

地
の

矢
落

川
左

岸
（
本

川
合

流
点

付
近

）
及

び
下

流
の

築
堤

済
箇

所
に

は
、

上
下

流
の

治
水

バ
ラ

ン
ス

に
配

慮
し

、
堤

防
の

一
定

区
間

を
暫

々
定

堤
防

と
し

て
い

る
区

間
が

一
部

あ
り

、
平

成
7
年

洪
水

規
模

（
治

水
安

全
度

1
/
1
5
）
以

上
の

洪
水

の
発

生
時

に
は

流
水

の
一

部
が

堤
内

へ
越

流
す

る
構

造
と

し
て

お
り

、
こ

の
遊

水
機

能
に

よ
り

、
下

流
へ

の
流

量
増

に
よ

る
被

害
の

増
加

を
防

い
で

い
る

状
況

に
あ

る
。

・
近

年
に

お
い

て
も

、
平

成
16

年
8
月

（
台

風
16

号
）
（約

3,
2
00

m
3
/
s 

）
を

は
じ

め
、

平
成

17
年

9
月

（
台

風
14

号
）

（
約

3
,3

0
0
m

3
/
s 

）
、

平
成

2
3
年

9
月

（
台

風
1
5
号

）
（
約

3
,2

0
0
m

3
/
s 

）
な

ど
の

洪
水

に
よ

り
浸

水
被

害
が

頻
発

し
て

い
る

。

＜
達

成
す

べ
き

目
標

＞
・
肱

川
水

系
で

は
、

惣
瀬

地
区

、
小

長
浜

・
加

世
地

区
等

、
多

く
の

無
堤

地
区

が
あ

り
、

中
小

洪
水

で
も

浸
水

被
害

が
頻

発
し

て
い

る
。

そ
こ

で
、

河
道

整
備

流
量

を
安

全
に

流
下

さ
せ

る
た

め
、

そ
れ

以
下

の
流

量
に

よ
り

浸
水

が
発

生
す

る
地

区
に

お
い

て
は

築
堤

や
高

さ
の

不
足

す
る

堤
防

の
嵩

上
げ

を
実

施
す

る
。

・
ま

た
、

堤
防

整
備

に
加

え
、

狭
隘

地
区

を
対

象
に

、
宅

地
等

の
消

失
を

最
小

限
に

と
ど

め
地

域
住

民
の

生
活

環
境

を
保

全
す

る
た

め
、

築
堤

に
代

わ
っ

て
宅

地
嵩

上
げ

を
実

施
す

る
。

肱
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

（
１

／
２

）

１
．

流
域

の
概

要

・
流

域
面

積
：

1
,2

1
0
km

2

・
幹

川
流

路
延

長
：

1
0
3
km

(う
ち

直
轄

管
理

区
間

6
2
.1

km
 )

・
年

平
均

降
雨

量
：

約
1
,8

0
0
m

m
（
上

流
域

）
・
流

域
の

主
な

産
業

：
農

業
、

林
業

、
水

産
業

、
製

造
業

・
流

域
内

人
口

：
約

1
1
3
,0

0
0
人

・
想

定
氾

濫
区

域
内

人
口

：
約

2
8
,0

0
0
人

・
土

地
利

用
：

山
地

部
が

8
3
％

を
占

め
、

平
地

の
1
7
%
の

う
ち

1
5
%
が

農
地

、
残

り
2
％

が
市

街
地

・
大

洲
盆

地
：
・
中

心
市

街
地

が
形

成
さ

れ
る

と
と

も
に

、
四

国
横

断
自

動
車

道
や

国
道

５
６

号
、

J
R

予
讃

線
等

が
通

過
す

る
交

通
の

要
衝

。
・
中

流
域

の
河

床
勾

配
が

緩
い

こ
と

、
大

洲
盆

地
下

流
の

河
道

が
狭

い
こ

と
、

支
川

が
多

く
洪

水
流

が
集

中
し

や
す

い
こ

と
な

ど
洪

水
を

受
け

や
す

い
地

形
特

性
。

３
．

事
業

諸
元

・
平

成
1
5
年

1
0
月

に
河

川
整

備
基

本
方

針
、

平
成

1
6
年

5
月

に
河

川
整

備
計

画
＜

肱
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

の
実

施
経

緯
＞

を
策

定
し

て
お

り
、

計
画

に
基

づ
き

事
業

を
進

め
て

い
る

。

＜
事

業
概

要
＞

1/
2

平
成
1
6
年
8
月
洪
水

平
成
1
7
年
9
月
洪
水

肱
川
沿
川
の
地
盤
高
（
断
面
図
）

肱
川

河
道

整
備

流
量

3,
90

0m
3 /
s（

大
洲

第
二

地
点

）

事
業

期
間

平
成
16

年
度

～
概

ね
30

年

総
事

業
費

41
7億

円

主
な

工
種

築
堤

事
業

、
宅

地
嵩

上
げ

、
橋

梁
改

築

矢
落

川

肱
川

西
大

洲
地

区
の

浸
水

状
況

東
大

洲
地

区
の

浸
水

状
況

年
月
日

出
来

事

平
成
16

年
5月

肱
川

水
系

河
川

整
備

計
画

の
策

定

平
成
19

年
9月

大
和

（
郷

）
地

区
水

防
対

策
特

定
河

川
事

業
完

了

平
成
26

年
1月

長
浜

地
区

築
堤

事
業

完
了

平
成
27

年
2月

矢
落

川
浸

透
対

策
工

事
完

了

平
成
27

年
6月

大
和

（
上

老
松

）
地

区
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
完

了

肱
川

流
域

図

山
鳥

坂
ダ

ム
建

設
予

定
地

山
鳥

坂
ダ

ム
、

鹿
野

川
ダ

ム
、

野
村

ダ
ム

の
直

轄
管

理
区

間
計
37

.6
km

大
洲

河
川

国
道

事
務

所
大

洲
市

役
所

西
予

市
役

所

内
子

町
役

所



沖
浦

小
浦

長
浜

大
橋

大
和

橋

惣
瀬

小
長

浜
・
加

世
白

滝

豊
中

春
賀

東
大

洲

玉
川

・
只

越

阿
蔵

如
法

寺

③
東

大
洲

締
切

国
土

交
通

省
施

行
区

間

長
浜

（
H

2
6
.1

完
成

）

沖
浦

小
浦

惣
瀬

上
老

松
（
H

2
7
.6

完
成

）

小
長

浜
・
加

世
白

滝

豊
中

春
賀 多

田
（
H

2
2
.3

完
成

）

Ｊ
Ｒ

矢
落

川
橋

梁

東
大

洲

玉
川

・
只

越

阿
蔵

事
業
実

施
箇

所
（
整

備
計
画
期

間
）

③
東

大
洲

締
切

国
土

交
通

省
施

行
区

間

郷
（
H

1
9
.9

完
成

）

堤
防

整
備

区
間

（
着

手
済

）

堤
防

整
備

区
間

（
未

着
手

）

完
成

堤
防

区
間

暫
定

堤
防

嵩
上

げ
区

間

整
備

計
画

規
模

氾
濫

想
定

区
域

八
多

喜

伊
州

子

７
．

事
業

の
進

捗
見

込
み

等
・
事

業
進

捗
率

：
約

5
7
％

H
2
7
.3

末
（
前

回
約

3
9
％

H
2
4
.3

末
）

・
平

成
3
9
年

度
完

成
に

向
け

て
事

業
を

推
進

中
・
平

成
2
4
年

度
～

2
7
年

度
に

は
長

浜
地

区
の

築
堤

事
業

、
大

和
（
上

老
松

地
区

）
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
及

び
矢

落
川

の
浸

透
対

策
工

事
が

完
成

し
て

い
る

。
・
現

在
、

肱
川

下
流

地
区

（
沖

浦
・
小

浦
地

区
、

惣
瀬

地
区

等
）
の

築
堤

事
業

等
を

実
施

中
・
近

年
（
H

1
6
、

H
1
7
、

H
2
3
）
洪

水
の

再
度

災
害

防
止

に
向

け
て

暫
々

定
堤

防
の

一
部

嵩
上

げ
を

実
施

予
定

５
．

投
資

効
果
（

前
回

(H
2
4
年

1
2
月

)分
析

結
果

）
・
全

体
事

業
費

：
4
0
5
億

円
・
便

益
※

1
：
事

業
全

体
8
4
2
億

円
残

事
業

4
5
5
億

円
・
費

用
※

2
：
事

業
全

体
3
9
2
億

円
残

事
業

1
7
9
億

円
・
費

用
便

益
比

：
事

業
全

体
2
.1

残
事

業
2
.5

４
．

事
業

を
巡

る
社

会
情

勢
の

変
化

＜
地

域
開

発
状

況
＞

・
大

洲
市

街
（
東

大
洲

地
区

）
は

基
幹

交
通

施
設

が
あ

る
交

通
の

要
衝

・
東

大
洲

地
区

な
ど

で
は

治
水

施
設

の
整

備
に

伴
い

、
店

舗
進

出
数

が
増

加
し

て
お

り
、

今
後

も
発

展
が

見
込

ま
れ

る
＜

関
連

事
業

と
の

整
合

性
＞

・
肱

川
の

河
川

整
備

計
画

に
お

い
て

は
、

①
直

轄
河

川
改

修
事

業
、

②
鹿

野
川

ダ
ム

改
造

事
業

、
③

山

鳥
坂

ダ
ム

建
設

事
業

、
④

広
域

河
川

改
修

事
業

（
愛

媛
県

）
に

よ
り

目
標

と
す

る
安

全
度

を
確

保
す

る

肱
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

（
２

／
２

）

※
1
．

金
額

は
、

完
成

後
5
0
年

間
の

便
益

額
と

し
て

現
在

価
値

化
し

た
数

値
。

※
2
．

基
準

年
に

お
け

る
現

在
価

値
化

し
た

数
値

。

８
．

地
域

か
ら

頂
い

た
主

な
意

見
等

・
流

域
の

３
市

町
の

首
長

、
議

長
に

よ
り

構
成

さ
れ

る
「
肱

川
流

域
総

合
整

備
推

進
協

議
会

」
を

は
じ

め
と

す
る

関
係

団
体

等
か

ら
、

肱
川

河
川

改
修

事
業

の
早

期
整

備
な

ど
を

要
望

さ
れ

て
い

る
。

1
0
．

対
応

方
針

（
原

案
）

・
事

業
継

続
2/
2

９
．

県
知

事
の

意
見

・
「
対

応
方

針
(原

案
)」

案
に

つ
い

て
は

異
議

あ
り

ま
せ

ん
。

・
肱

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
は

、
肱

川
流

域
の

安
全

・
安

心
を

確
保

す
る

た
め

、
地

元
の

強
い

要
望

の
も

と
進

め
ら

れ
て

い
る

重
要

な
事

業
で

あ
り

、
近

年
に

お
い

て
も

、
平

成
１

６
年

、
１

７
年

、
２

３
年

な
ど

の
洪

水
に

よ
り

浸
水

被
害

が
頻

発
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

肱
川

水
系

河
川

整
備

計
画

に
添

っ
て

、
今

後
も

継
続

し
、

積
極

的
な

事
業

促
進

を
お

願
い

し
ま

す
。

６
．

被
害

指
標

の
分

析
[試

行
]（

貨
幣

換
算

が
困

難
な

効
果

等
）

氾
濫

区
域

図
（
河

川
整

備
計

画
目

標
流

量
5,

00
0m

3 /s
）

＜
肱

川
水

系
河

川
整

備
計

画
の

目
標

流
量

規
模

の
洪

水
が

発
生

し
た

場
合

＞

・
最

大
孤

立
者

数
（
避

難
率
40
%

）
約
5,
60
0人

[事
業

実
施

前
] →

 0
人
[事

業
実

施
後
]

・
要

配
慮

者
数

約
4,
50
0人

[事
業

実
施

前
] →

 0
人
[事

業
実

施
後
]

0246810121416

H
9

H
12

H
15

H
18

H
21

H2
4

（
百

人
）

従
業

者
数

が
約
6倍

に
増

加

大洲拠点地区の従業者数

←H16二線堤完成

←H22貯留施設完成

←H11激特完成

02040608010
0

12
0

H9
H1

2
H
15

H1
8

H2
1

H
24

店
舗

進
出

数
が

約
11

倍
に

増
加

大洲拠点地区の店舗進出数

←H16二線堤完成

←H22貯留施設完成

←H11激特完成

上
老

松
地

区
完

成
状

況



事
業

実
施

に
よ

る
被

害
軽

減
効

果
［
試

行
］

沖
浦
地
区

長
浜
地
区

小
浦
地
区

上
老
松
地
区

大
和
地
区

白
滝
地
区

柿
早
地
区

豊
中
地
区

八
多
喜
地
区

伊
洲
子
地
区

多
田
地
区

峠
地
区

春
賀
地
区

小
貝
地
区上

組
地
区

新
谷
地
区 二

軒
茶
屋
地
区

東
大
洲
地
区

五
郎
地
区

只
越
地
区

久
米
地
区

肱
南
地
区

柚
木
地
区

菅
田
地
区

鹿
野
川
ダ
ム

事
業

実
施

に
よ

る
被

害
軽

減
効

果
（
河

川
整

備
計

画
相

当
規

模
（
戦

後
最

大
5
,
0
0
0
m
3
/
s）

／
人

的
被

害
）

現
況

事
業

実
施
後

整
備
計
画
に
基
づ
く
事
業

直
轄
河
川
改
修
事
業

山
鳥
坂
ダ
ム
建
設

鹿
野
川
ダ
ム
改
造

広
域

河
川

改
修

事
業

12
,4
15

 

0 
0

2,
00

0

4,
00

0

6,
00

0

8,
00

0

10
,0
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　　　・当面の段階的な整備（Ｈ２５～Ｈ３０）：Ｂ／Ｃ＝4.3

※費用対効果分析に係る項目は平成24年度時点

事業の進
捗状況

・平成15年10月河川整備基本方針策定、平成16年5月河川整備計画策定
・長浜地区築堤事業完了（H26.1）
・大和（上老松地区）土地利用一体型水防災事業完了（H27.6）
・矢落川浸透対策工事完了（H27.2）
・惣瀬地区整備実施中（H25～用地買収着手、H26工事着手）

対応方針
理由

事業の必要性、重要性は変わらないため。

その他

＜愛媛県の意見・反映内容＞
　・「対応方針(原案)」案については異議ありません。
　・肱川直轄河川改修事業は、肱川流域の安全・安心を確保するため、地元の強い要望のもと進められている重要な事業であり、近年において
も、平成１６年、１７年、２３年などの洪水により浸水被害が頻発していることから、肱川水系河川整備計画に添って、今後も継続し、積極的な事業
促進をお願いします。

事業の進
捗の見込
み

・平成39年度完成に向けて事業を推進中
・平成24年度～27年度には長浜地区の築堤事業、大和（上老松地区）土地利用一体型水防災事業及び矢落川の浸透対策工事が完成している。
・現在、肱川下流地区（沖浦・小浦地区、惣瀬地区等）の築堤事業等を実施中
・近年（H16、H17、H23）洪水の再度災害防止に向けて暫々定堤防の一部嵩上げを実施予定

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・各事業の設計・実施段階で代替案の可能性検討を行うとともに、掘削土等の有効活用、新技術の採用等を適切に行うことによりコスト縮減に努
める。

対応方針 継続

事業の効
果等

・河川整備計画目標規模相当の洪水（昭和20年9月洪水：5,000m3/s）が発生した場合、現況では東大洲地区を中心として　浸水被害が想定され
るが、河川整備計画に計上されている事業（鹿野川ダム改造、山鳥坂ダム建設を含む）の完成後には肱川の破堤氾濫による浸水被害は解消さ
れる。
・河川整備計画目標流量の洪水が発生した場合、事業実施前は、外水氾濫による要配慮者数は約4,500人、最大孤立者数（避難率40%）は約
5,600人と想定されるが、事業実施により解消される。
・河川整備基本方針規模の洪水が発生した場合、事業実施前は、外水氾濫による要配慮者数は約7,000人、最大孤立者数（避難率40%）は約
10,100人と想定されるが、事業実施により要配慮者数は約3,800人、最大孤立者数（避難率40％）は約5,200人に軽減される。

社会経済
情勢等の
変化

・大洲市街（東大洲地区）は基幹交通施設がある交通の要衝
・東大洲地区などでは治水施設の整備に伴い、店舗進出数が増加しており、今後も発展が見込まれる。
・肱川の河川整備計画においては、①直轄河川改修事業、②鹿野川ダム改造事業、③山鳥坂ダム建設事業、④広域河川改修事業（愛媛県）に
より目標とする安全度を確保する。
・流域の３市町の首長、議長により構成される「肱川流域総合整備推進協議会」をはじめとする関係団体等から、肱川河川改修事業の早期整備
などを要望されている。

感度分析

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.3 2.8 2.1 2.2
残工期（+10%～-10%） 2.5 2.5 2.1 2.1
資産（-10%～+10%） 2.3 1.9 2.42.8

B/C

C:総費用(億円) 392 B/C 2.1 B-C 450

2.5
残事業の
投資効率

B:総便益
(億円)

455 C:総費用(億円) 179

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・肱川では現在でも治水安全度は著しく低く、惣瀬地区、小長浜・加世地区等、多くの無堤地区が残る。また、大洲盆地の矢落川左岸（本川合流
点付近）及び下流の築堤済箇所には、上下流の治水バランスに配慮し、堤防の一定区間を暫々定堤防としている区間が一部あり、平成7年洪水
規模（治水安全度1/15）以上の洪水の発生時には流水の一部が堤内へ越流する構造としており、この遊水機能により、下流への流量増による被
害の増加を防いでいる状況にある。
・このため、近年、市街化が進むとともに、多くの企業が進出して流域及び南予地方の拠点となっている東大洲地区は、依然、水害発生のリスク
が高い状態にあり、早期に治水対策を進める必要がある。
・しかし、上流地区の堤防の整備を先行した場合、当該地区の浸水被害は軽減されるが、遊水量の減少により下流では河川の流量が増え、越
水・氾濫による浸水被害が増大するため、先行して下流の整備を行い流下能力を増加させる必要がある。
・一方で、大洲盆地下流の河道は山脚が迫り河岸沿いの狭隘な平地に人家が連担している状況から河道拡幅による河川改修は地域社会や河
川環境に大きな負担が生じる。
・従って、肱川では、大洲盆地下流部の改修方式について工夫しつつ、上下流の河川整備の進め具合を調整しながら進める必要がある。
　主な洪水被害
　　昭和18年7月（低気圧）：住家全壊111戸、住家半壊194戸、住家浸水7,477戸
　　平成16年8月（台風16号）：住宅床上浸水297戸、住宅床下浸水277戸
　　平成17年9月（台風14号）：住宅床上浸水145戸、住宅床下浸水167戸
　　平成23年9月（台風15号）：住宅床上浸水69戸、住宅床下浸水79戸
＜達成すべき目標＞
・肱川水系では、惣瀬地区、小長浜・加世地区等、多くの無堤地区があり、中小洪水でも浸水被害が頻発している。そこで、河道整備流量を安全
に流下させるため、それ以下の流量により浸水が発生する地区においては築堤や高さの不足する堤防の嵩上げを実施する。
・また、堤防整備に加え、狭隘地区を対象に、宅地等の消失を最小限にとどめ地域住民の生活環境を保全するため、築堤に代わって宅地嵩上げ
を実施する。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：155戸
年平均浸水軽減面積：40ｈａ

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２４年度
B:総便益
(億円)

842
EIRR
（％）

10.3

事業期間 平成16年度～概ね30年

総事業費
（億円）

約417 残事業費（億円） 約160

実施箇所 愛媛県県大洲市

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業諸元 築堤、宅地嵩上げ、橋梁改築

事業名
（箇所名）

肱川直轄河川改修事業
担当課 事業

主体
四国地方整備局

担当課長名

＜再評価＞
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0
9
百
万
円
（
減
少
）
　
　
前
回
需
要
量
等
　
4
,0
5
0
百
万
円

変
化
率
　
3
%
（
減
少
）
　
　
（
年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
）

３
．
事
業
費
の
変
化

【
事

業
費

の
増

加
が

１
０
％

以
内

】
今
回
事
業
費
増
　
1
,1
2
2
百
万
円
　
　
前
回
事
業
費
　
4
0
,5
4
3
百
万
円
　
　
変
化
率
　
3
%
（
増
加
）

前
回

実
施

　
Ｈ
２
４
年

度
　
　
Ｂ
／

Ｃ
　
＝

　
２
．
１

そ
の

他
の

事
由

（
費

用
効

果
分

析
が

必
要

な
特

別
な
事

由
）

以
上

よ
り
、
費

用
対

効
果

分
析

を
実

施
し
な
い
も
の

と
す
る
。

４
．
事
業
展
開
の
変
化

【
事

業
期

間
の

延
長

が
１
０
％

以
内

】
事

業
期

間
延

長
　
0
年

　
　
前

回
事

業
期

間
　
2
4
年

　
　
変

化
率

　
0
%

（
イ
）
費

用
対

効
果

分
析

を
実

施
す
る
こ
と
が

効
率

的
で
な
い
と
判

断
で
き
る
場

合

・
事
業
規
模
に
比
し
て
費
用
対
効
果
分
析
に
要
す
る
費
用
が
大
き
い

ま
た
は
、
前
回
評
価
時
の
感
度
分
析
に
お
け
る
下
位
ケ
ー
ス
値
が
基
準

値
を
上

回
っ
て
い
る
。

前
回

評
価

時
の

感
度

分
析

に
お
け
る
下

位
ケ
ー
ス
値

が
基

準
値

を
上

回
っ
て
い
る

前
回
評
価
時
の
感
度
分
析
下
位
ケ
ー
ス
１
．
９
≧
基
準
値
（
１
．
０
）

内
的

要
因

＜
費

用
便

益
分

析
関

係
＞




